
令和元年9月２5日～特大号～

事業引継ぎ支援センターの業務、相談受付状況、国の動向などを毎月１回、皆様にお届けします！

～事業承継に関する悩み事、まずはご相談を！～

☆ 事業承継支援が大きく拡充されようとしています！

国や各支援機関が、事業承継・Ｍ＆Ａについて支援拡大を検討しています。

８月までの各機関方針・案は以下の通りです。

①中小企業の「第三者承継（Ｍ＆Ａ）支援パッケージ」の創設により税制優遇等を検討

【2019/8/14 財務省・経済産業省（中小企業庁）】

－譲渡企業－

・候補者選定支援－・後継者候補先を派遣し、受け入れた際の「トライアル雇用期間」の人件費の一部補助

・事業承継実行時－・第三者に会社を売却した際の譲渡益に関して、通常20%の税金がかかるものに関して

課税繰延・軽減をすること

・事業承継後支援－・譲渡してリタイアした経営者が、譲渡益にてベンチャー企業に投資して赤字が発生した

際には損益通算を認めること

・事業を引継ぐ企業が不採算事業をリストラする場合、先代経営者が支払うべき廃業費用

の補助

－譲受企業－

・企業を譲り受けた第三者企業は、譲渡時に発生した「のれん」の一括償却を認めること（通常は5年償却）

・新会社設立等の登記にかかる登録免許税と不動産取得税の軽減特例を期限延長

・後継者が新たに革新的事業を始める場合、既存の補助金の支給率を引き上げてバックアップ

②第三者承継（Ｍ＆Ａ）を支援するデータベースの拡充

【2019/8/16 経済産業省（中小企業庁）】

・中小企業基盤整備機構「事業引継ぎ支援センター」を中心としていた引継ぎ支援案件について、

登録民間支援機関、地域金融機関、Ｍ＆Ａ仲介業者、日本政策金融公庫などからも参画を

得た上で、情報入力・閲覧機能を強化する

※10/1よりシステム開始となります！

③信用保証協会が中小企業の事業承継を仲介・支援へ

【2019/8/26 日本経済新聞社】

・保証協会と引継ぎ支援センターが、後継者のいない小規模事業者（譲渡希望企業）のデータを共有する

・支援センターが譲受企業のマッチングを支援し、譲受企業へは事業・資産等買収費用の融資保証等を

包括的に支援する

※本施策は方針や施策案であり、実際の施行制度は記載案と変更となる可能性があります。



 

☆令和元年度相談実績

【発行元】
新潟県事業引継ぎ支援センター
新潟市中央区万代島５番１号
電 話：025-246-0080

☆ 全国の金融機関でも様々な事業承継支援の取組が行われています！

☆ 引き続きＢＳＮラジオに出演しています！

※当センターのコーナーは毎月第２月曜の午前10時40分から10分程度です。
事業承継について分かり易く説明しておりますので、ニーズ喚起ツールとしても
活用いただけます。ぜひ取引先企業みなさまへPR頂きますようお願いします。

4月 5月 6月 7月 8月 9月

18 13 17 25 10 0 83

金融機関 1 5 9 5 5 25

商工団体 2 4 2 2 0 10

公共機関 3 2 0 0 0 5

チラシ・メディア・ＨＰ・ＤＭ 10 2 4 16 2 34

士業 0 0 0 0 1 1

紹介ほか 2 0 2 2 2 8

18 13 17 25 10 0 83

第三者（Ｍ＆Ａ） 7 8 9 14 3 41

後継者バンク 0 0 0 1 0 1

従業員 1 0 0 0 0 1

親族内 0 1 1 1 0 3

譲受希望 5 4 5 5 5 24

後継者バンク創業希望 5 0 2 4 2 13

うち相談分類【売】 8 9 10 16 3 46

18 13 17 25 10 83
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4月 5月 6月 7月 8月 9月

下越 6 5 5 14 4 34

県央 3 0 1 1 3 8

中越 4 1 3 6 3 17

上越 3 6 5 2 0 16

佐渡 0 0 2 0 0 2

県外 2 1 1 2 0 6

18 13 17 25 10 0 83

建設業 0 1 1 1 0 3

製造業（食品など含む） 3 3 2 8 0 16

卸売業・小売業 3 3 1 2 0 9

飲食業 1 0 0 1 1 3

サービス業ほか 1 3 6 4 2 16

譲受希望 5 3 5 5 5 23

後継者バンク創業希望 5 0 2 4 2 13

18 13 17 25 10 0 83
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メディアで紹介された各金融機関の取組事例をピックアップします！

①8/30 日経電子版より ②8/8,8/19 日経電子版より ③8/8 日経電子版より

①山口ＦＧ ：後継者候補となる若手人材と後継者難の中小企業経営者を結ぶ「サーチファンド」というモデル構築へ

・経営学修士号（ＭＢＡ）を取得した能力と意欲のある若手候補を選抜しマッチングするスキーム

・後継者不足が深刻な地域だからこそ、県外に資本流出なく、地場の企業に残せるというメリット

②大光銀行 ：結婚相手紹介サービス事業者と連携し、取引先の独身経営者をマッチング支援し事業承継へ

長野銀行

じもとＨＤ ・婚活事業を仲介し、経営者のデリケートな問題も後押しすることで円滑な事業承継を進める狙い

（仙台銀行・きらやか銀行）

③富山銀行 ：左記の北陸３県の金融機関ネットワークを活用し、中小企業の事業承継を後押し

福邦銀行（福井県）

金沢信用金庫（石川県） ・経営コンサルティング業者と提携。上記ネットワーク内専用サイトを共有し、

３県内の承継促進や廃業防止を進める


